様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2021年   3月  10日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）
                              　一般事業主の氏名又は名称 
（ふりがな）うちだ　たかし
            （法人の場合）東京ガス株式会社　代表者の氏名　内田　 高史　 印
住所　〒105-8527 東京都港区海岸 1-5-20.

法人番号　6010401020516　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東京ガスグループ経営ビジョンCompass2030


	公表日
	2019年　11月 27日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.tokyo-gas.co.jp/Press/20191127-01.pdf
P2 （２）デジタル化の進展（急速な技術革新）
P5  価値共創のエコシステム構築
P6  デジタル(AI・IoT)の活用によるLNGバリューチェーン変革

	記載内容抜粋
	P2　暮らしにおける購買、コミュニケーション行動の変化、ビジネスにおける業務プロセスの効率化、働き方の変化を例示。
P5  様々なパートナーとの価値共創のエコシステムを構築し、多様な商品・技術・サービスを組み合わせて、最適なソリューションを提供することを記載。
P6  デジタル技術（AI、IoTなど)を活用して、それぞれの事業領域において業務の効率化・高度化を図り、更に新たな領域を切り拓いていくことで価値を創出し、提供するお客さまを拡大していくことを記載。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会での決を受けて、対外発表を実施。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東京ガスグループ2020-22年度中期経営計画


	公表日
	2020年3月25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.tokyo-gas.co.jp/Press/20200325-01.pdf
P13 基盤強化②DXの継続的実施

	記載内容抜粋
	AI・データを活用した業務効率化、顧客体験の改善、レジリエンスの強化に取り組むことを記載。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会での決議を受けて、対外発表を実施。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	https://www.tokyo-gas.co.jp/Annai/kaisha/pdf/organization.pdf
詳細については添付資料P1に記載。

	記載内容抜粋
	DX推進のための組織として、デジタルイノベーション本部（DI本部）を2018年4月に設置し、DI本部主導で全社的な人材育成を進めている。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	添付資料P2に記載。


	記載内容抜粋
	全社デジタル化促進とITコスト削減を目的とした業務・IT都市計画を2019年度に策定し、実行している。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	東京ガスグループ2020-22年度中期経営計画

	公表日
	2020年3月25日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	https://www.tokyo-gas.co.jp/Press/20200325-01.pdf
P13 基盤強化、P14 主要計数

	記載内容抜粋
	業務効率化と顧客体験の改善・レジリエンスの強化に向けたデジタルトランスフォーメーション（DX）を継続的に実施し、コスト改革として300億円削減を目指すことを記載。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年11月30日


	発信方法
	定期的な社長記者会見、HPでの会見資料公開による情報発信
https://www.tokyo-gas.co.jp/Press/20201130-03.pdf

	発信内容
	2020年11月30日会見資料　P8 価値共創による社会課題の解決②
中期経営計画の進捗状況の報告、デジタル技術を活用したサービス品質向上に向けた取組みを進めることを発表。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年　9月頃　～　2020年 10月頃


	実施内容
	DX推進指標による自己分析を行い、IPAの自己診断結果入力サイトに回答済み。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	情報セキュリティ監査　2019年  9月頃　～　2019年　12月頃

	実施内容
	HP内で公開している東京ガスグループサステナビリティレポート2020において、サイバーセキュリティに対する基本的な考え方、サイバーセキュリティ部会による管理体制、セキュリティ確保のための対策・教育・訓練について記載している。
https://s3-ap-northeast-1.amazonaws.com/sustainability-cms-tokyogas-ja-s3/pdf/report/ja/2020/sr2020.pdf
(P102)当社ではサイバーセキュリティ部会を設置し、「サイバーセキュリティ経営ガイドライン」を参照してサイバー攻撃に係るリスク全般を管理している。また、システムへの不正侵入防止等の技術的対策、従業員へのセキュリティ教育等の人的対策、セキュリティ対応体制の構築やサイバー攻撃への対応訓練実施等の組織的な対応を複合的に講じている。
(P103)監査部が実施する総合監査にて、情報セキュリティに関する監査項目の確認をしている。
対外公表が必要となる情報セキュリティインシデントは発生していない。
全社で計３名情報処理安全確保支援士が在籍。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

